

























































　一審判決（大分地判平成 15 年 2 月 24 日民集 61 巻 5 号 1775 頁）は，Xらの請
求を一部認容したが，二審判決（福岡高判平成 16 年 12 月 16 日判例タイムズ
(642)
83Ё4Ё166
1180 号 209 頁等）は，不法行為責任の成立を否定した。Xらから上告及び上
告受理申立てがされたところ，最高裁（最判平成 17 年 7 月 6 日民集 61 巻 5 号
1769 頁)(1)（以下，この判決をА第 1次上告審判決Бという。）は，YらがXらに
対して不法行為責任を負う余地があるとし，本件を原審に差し戻した。その
差戻審である福岡高判平成 21 年 2 月 6 日判例タイムズ 1313 号 205 頁等(2)
（以下，この判決をА第 1次差戻審判決Бという。）は，再度，上告されて最判平
成 23 年 7 月 6 日判例タイムズ 1357 号 81 頁等(3)（以下，この判決をА第 2次上
告審判決Бという。）が現れたが，この第 2次上告審も破棄差戻判決であって，
その差戻後の福岡高判平成 24 年 1 月 10 日判例タイムズ 1387 号 238 頁等(4)
(1) この最高裁判決の担当調査官による解説として，高橋譲・ジュリスト 1379 号
102 頁，同・法曹時報 62 巻 5 号 215 頁，同・最高裁判所判例解説民事篇平成
19 年度 499 頁がある。そのほか，本判決の評釈等として，以下のものがある。
鎌野邦樹・NBL 875 号 4 頁，塩崎勤・民事法情報 258 号 78 頁，平野裕之・民
商法雑誌 137 巻 4=5 号 438 頁，高橋寿一・金融・商事判例 1291 号 2 頁，山口
成樹・判例時報 2002 号 185 頁，大西邦弘・広島法学 32 巻 1 号 87 頁，花立文
子・国学院法学 46 巻 2 号 1 頁，同・私法判例リマークス 37 号 48 頁，荻野奈
緒・同志社法学 60 巻 5 号 443 頁，円谷峻・平成 19 年度重要判例解説 89 頁，
橋本佳幸・民法判例百選Ⅱ債権（第 6版）160 頁，秋山靖浩・法学セミナー
637 号 42 頁，幸田雅弘・法学セミナー 638 号 18 頁，畑中久彌・福岡大学法学
論叢 53 巻 4 号 463 頁，田口文夫・専修法学論集 106 号 293 頁，仮屋篤子・速
報判例解説 4号 73 頁，大門宏一郎・平成 21 年度主要民事判例解説 118 頁，松
本克美・立命館法学 337 号 173 頁，吉岡和弘・消費者法判例百選 154 頁，池田
好英・判例タイムズ 1390 号 71 頁，山本周平・民法判例百選Ⅱ債権（第 7版）
166 頁，同・民法判例百選Ⅱ債権（第 8版）172 頁，加藤新太郎・NBL 1135
号 105 頁など。
(2) この判決の評釈等として，以下のものがある。荻野奈緒・同志社法学 337 号
175 頁，笠井修・判例時報 2072 号 192 頁，加藤新太郎・NBL 1135 号 105 頁な
ど。
(3) この判決の評釈等として，以下のものがある。松本克美・立命館法学 337 号
173 頁，同・法律時報 84 巻 6 号 114 頁，松浦聖子・法学セミナー 687 号 158
頁，野澤正充・平成 23 年度重要判例解説 84 頁，石橋秀起・新・判例解説
Watch 65 頁，米村滋人・民商法雑誌 146 号 1 号 115 頁，田高寛貴・登記情報
52 巻 8 号 101 頁，坂本武憲・私法判例リマークス 45 号 38 頁，円谷峻・法の
支配 167 号 58 頁，加藤新太郎・NBL 1135 号 105 頁など。
























永岩慧子・広島法学 38 巻 2 号 1 頁，大滝哲祐・北海学園大学法学研究 50 巻 2
号 173 頁，円谷峻・民事判例 6号 140 頁，加藤新太郎NBL 1135 号 105 頁な
ど。なお，この第 2次差戻審判決に対し，Yらが上告・上告受理申立てをし
たが，上告不受理・上告棄却決定がされている（最決平成 25 年 1 月 29 日。加















































































(6) 第 2 次上告審判決掲載誌の匿名コメント（判例タイムズ 1357 号 83 頁）を参
照。なお，第 1次上告審判決に関する担当調査官解説も，А少なくとも建物の
修補費用相当額の損害が生じたものと評価することができるБことを認めてい
た（高橋・前掲注（1）最高裁判所判例解説民事篇平成 17 年度 515 頁）。















































































































(8) 我妻栄㈶債権各論 中Ⅱ㈵（岩波書店，1962 年）631 頁。末川博㈶債権各論第二
部㈵（岩波書店，1941 年）279 頁なども同旨。








































































(11) 第 2 次差戻審判決後に現れた裁判例の分析・検討を行うものとして，永岩慧子
А建築設計者，施行者，監理者の法的責任（1）（2・完）Б広島法学 39 巻 2 号
197 頁・4号 95 頁（2015┡2016 年）がある。
(12) 現行民法においては，請負人の担保責任は無過失の不完全履行責任であると解
するのが通説であるが，А民法（債権関係）改正Б後は，契約の趣旨及び取引
上の社会通念に照らして契約適合性を判断することになる。したがって，施工
者が注文者との関係で請負契約上の責任を負う根拠がА契約不適合Б性である
一方，居住者等に対する設計・施工者等の不法行為責任を基礎付けるのは，
А故意・過失Б及びА瑕疵Б概念であるという差異が生じることになる。
(654)
83Ё4Ё178
